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経理単位名

１ 総　括 １　地方公共団体数、組合員数、標準報酬の月額、平均標準報酬の月額、標準期末手当等の額及び被扶養者数

(1) 地方公共団体の数

(2) 組合員数 （単位：人）

（注）１　該当のない組合員種別は記載していない。

２　継続長期組合員欄の[　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する

法律（平成12年法律第50号）第10条第2項に規定する退職派遣者の数値である。

３　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち第３号厚生年金被保険者について再掲している。

0 ▲ 1

28,445 59 28,386 ▲ 193

Ｃ－Ｂ

特 定 消 防
組 合 員

3,516 3,446 3,514

▲ 10

Ｂ－Ａ

一 般 組 合 員 25,022 24,900 24,890 ▲ 122

市 長
組 合 員

令和８年度末推計
Ｃ

0 

68 

短 期 組 合 員 7,715 56 791 

う ち 特 別 職 8 8 7

6,868 6,924

合 計 36,116

▲ 12135,417 36,309

継 続 長 期
組 合 員

1 

101 679 833

0 

[42]

0 1

任 意 継 続
組 合 員

578

小 計

後 期 高 齢 者 等
短 期 組 合 員

104 16 42 88 146

長 期 組 合 員

[43]

令 和 ８ 年 度 事 業 計 画 概 況

154 

▲ 20 1,046 

[▲ 1]

1 1 1 0 

▲ 70

概 要

横浜市

[42]

1

組合員種別
令和６年度末実績

Ａ

36,096 37,142

[0]

35,538 892 

令和７年度末見込
Ｂ

0

※組合員種別について
　一般組合員　　：以下に記載の組合員以外の組合員
  特別職 ：地方公務員法第３条第３項に規定する特別職の職員等
　短期組合員　　：地方公務員等共済組合法第74条第２項各号に規定する職員
　市長組合員　　：市長である組合員（市長長期組合員を除く）
　特定消防組合員：消防司令（課長補佐）以下の消防職員
　長期組合員　　：高齢者の医療の確保に関する法律第50条に規定する後期高齢者医療の被保険者

（75歳以上、または65歳以上75歳未満の者で政令で定める程度の障害状態である旨の認定を受けた者）
  後期高齢者等  : 後期高齢者医療の被保険者等である短期組合員
  短期組合員　　（短期給付について、育児休業手当金及び介護休業手当金のみ適用される）
　継続長期組合員：地方公務員等共済組合法第140条による公庫等に転出した職員及び公益的法人等への一般職の地方公務

員の派遣等に関する法律第11条による派遣職員で、長期給付のみ適用される者（退職派遣者）
　任意継続組合員：退職日の前日まで1年以上組合員であった人が申出により、2年間に限り短期給付・福祉事業（除外事

項あり）が適用される者

第 ３ 号 厚 生 年 金
被 保 険 者

28,579

1 



経理単位名

総　　括

 (3) 標準報酬の月額及び平均標準報酬の月額 （単位：千円）

（注）１　該当のない組合員種別は記載していない。

　　　３　継続長期組合員欄の[　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する

　　　　法律（平成12年法律第50号）第10条第2項に規定する退職派遣者の数値である。

　　　４　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち、第３号厚生年金被保険者について再掲している。

145,717 
第３号厚生年金
被 保 険 者

1,464,924

(213,297)

17,046

(193,705)

12,914,829 13,060,546 153,229 

(8,409)

266,434 425,819 

0 

(0) (0)

0

(4,197)

[120]

(5,904)

[23,221] [23,341]

11,409,664
短 期

(4,197)

143,433 

11,016,360 11,154,823

11,318,853

令和８年度末推計
Ｃ

11,235,271

90,811 

(650,000)

1,733,220 1,746,846 1,813,744

(650,000) (650,000) (650,000)

(1,390,000) (1,390,000) (1,390,000)

(650,000)

(512,847)
長 期

1,722,750 1,737,145 1,802,144

(516,148)

(440,267)

(458,404)

短 期

11,175,420

(454,572)

概　　　　　　　　　　要

(3,832)

Ｃ－Ｂ

138,463

(7,948)

Ｂ－Ａ組合員種別
令和６年度末実績

Ａ
令和７年度末見込

Ｂ

一般組合員

長 期
(447,985) (451,397)

(446,624)

(7,718) (3,412)

継 続 長 期
組 合 員

長 期

14,395 64,999 

(14,131) (8,742)

13,626 66,898 

(492,952) (506,920) (13,968) (9,228)

650

(0)

(489,974) (504,105)

(0)
長 期

0 0

(▲ 17,440)

長期組合員
(0)

特 定 消 防
組 合 員

小 計

長 期
12,763,280 12,915,839 13,062,056 152,559 

(446,550)

任 意 継 続
組 合 員

短 期
158,122

(262,744)

(454,959) (459,156) (8,409)

14,816,556 15,242,375

(403,352) (410,955) (410,846)

(454,959) (459,156)
合 計

長 期
12,763,280 12,915,839 13,062,056

(546,977) (552,881) (555,738) (2,857)

146,217 

[23,520]  [▲ 299]

152,559 146,217 

246,153

(405,466) (413,799) (415,244)
短 期

14,392,000

(219,359) (▲ 10,823) (▲ 43,385)

14,638,153 15,059,649

178,403 182,726 20,281 4,323 

(7,603) (▲ 109)

12,761,600

短 期
14,550,122

短 期
0 0 930 0 930 

(0) (0) (930,000) (0) (930,000)

80,448 

256,944 
短期組合員 短 期

85,1931,807,061

短 期
1,390

うち特別職

長 期
5,050 5,050 5,050 0 0 

(631,250) (631,250) (631,250) (0) (0)

短 期
8,520 8,080 8,080 ▲ 440 0 

(1,065,000) (1,010,000) (1,010,000) (▲ 55,000) (0)

1,550,117

(223,876)

20,947

(201,413)

　　　２　表中の（　　）には、１人当たり平均標準報酬の月額（単位：円）を記載している。

後期高齢者等
短 期 組 合 員 短 期

1,390

(0)

650

市 長
組 合 員

長 期
650

1,390

(234,227) (10,579)

0 

650

(10,351)

650 

(0)

0 0 

26,860 3,901 5,913 

(183,973) (7,708)

(273,567)

421,496 

(1,445)(8,333)

(446,550)
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経理単位名

総　　括  (4) 標準期末手当等の額 （単位：千円）

長 期

短 期

長 期

短 期

短 期

長 期

短 期

長 期

短 期

長 期

短 期

長 期

短 期

短 期

長 期

長 期

短 期

（注）１　該当のない組合員種別は記載していない。

　　　２　継続長期組合員欄の[　　]書きは、継続長期組合員のうち、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する

　　　　法律（平成12年法律第50号）第10条第2項に規定する退職派遣者の数値である。

　　　３　第３号厚生年金被保険者欄には、長期に係る組合員のうち、第３号厚生年金被保険者について再掲している。

 (5) 被扶養者数 （単位：人）

（注）該当のない組合員種別は記載していない。

２　役員数及び経理別職員数

 (1) 組合の役員の数 (単位：人）

 (2) 組合に使用される者の数 (単位：人）

▲ 455,091 

概　　　　　　　　　　要

▲ 1,040,144 
一般組合員

46,633,355 46,210,277 45,467,224

23,610 974 

0 0 0

1,315 

▲ 378,935 ▲ 1,222,156 

被扶養者数
Ｃ

組合員
１人あたり

16,407 0.66

▲ 723,569 

[2,933] [725]

▲ 1,593,618 

[122,067]

26,732 

0 1,315 0 

▲ 5,500 

0 0 1,710 0 

87 ▲ 30 

▲ 135 106 

▲ 18 

331

22,592

0.40

0.61

▲ 353 

17 

▲ 336 

22,261 ▲ 71 

53 

0.18

1.27

0.63

1

1

0.61

7

4,385 1.27

278

1.26

0.45 0.41

令和８年度
増(減)人員

計

11

令和７年度末
見込人員

令和８年度末
推計人員

監　　　　事

3

0.63

8 0

1

9

4,472

計
0

7

0

8

1

　　　　　　　人　員

　経理名

令和６年度末
実績人員

業　務　経　理 7 8

任 意 継 続
組 合 員

261

理　事　長

合 計 22,946

理　　　　事

0.64 22,610

貸　付　経　理

小 計

59,940,574 58,718,418 58,339,483

短期組合員

合 計

0.18 1,382

特 定 消 防
組 合 員

0.67

令和６年度末実績
組合員種別 被扶養者数

Ａ

16,859

4,415

1,411 0.21 1,276

53,131,391 51,537,773 50,814,204

22,685 0.64 22,332

[118,409] [121,342]

0

1,710 

令和８年度末推計
Ｃ

Ｂ－Ａ Ｃ－Ｂ

68,037 62,537 89,269

3,000

0 

3,000

14,769 5,225,527

17,049 

0 0 

5,730

23,610

組合員種別

継 続 長 期
組 合 員

618,393 

0 

▲ 423,078 

5,220,203
特 定 消 防
組 合 員

市 長
組 合 員

47,747,395 47,292,304 46,252,160

▲ 1,175,871 

3,000

5,730 5,730

6,386,629 5,210,758

0 

第３号厚生年金
被 保 険 者 53,124,537 51,534,183 50,810,741 ▲ 1,590,354 ▲ 723,442 

一般組合員

組合員
１人あたり

0.67

令和７年度末見込

被扶養者数
Ｂ

組合員
１人あたり

16,671

Ｃ－Ｂ

▲ 264 

令和８年度末推計

うち特別職 7 0.88 8 1.00

▲ 188 

Ｂ－Ａ

短期組合員 5,732,783 6,147,089 6,765,482 414,306 

長期組合員

0 0 0 0 

5,203,1546,376,627 ▲ 1,173,473 

0 
市 長
長期組合員

8 1.00

0 

1 0 

後期高齢者等
短 期 組 合 員

▲ 743,053 

うち特別職
22,636 0 

38,061 40,886 40,886 2,825 0 

令和６年度末実績
Ａ

令和７年度末見込
Ｂ

3 



経理単位名

2 短期経理 【組合員及びその被扶養者が医療機関を受診したときなどの保健給付、休業給付（傷病、育児・介護

休業手当金）、介護保険制度に係る納付金の支払い等に係る経理】

　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金･負担金、調整負担金・公的負担金との割合、給付

 及び拠出金等の前々事業年度の実績、前事業年度及び当該事業年度の推計並びに当該事業年度の資

 金計画

 (1) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（短期給付）

　　　令和７年度は他経理からの借入金を全額返還し、令和７年度末には欠損金補てん積立金を法定

　　額の満額計上し、かつ短期積立金を20億円程度計上できる見込みです。

　　　令和８年度は、給料改定等により標準報酬総額は増となります。一方で子ども・子育て支援金

 　 制度が４月から始まりますが、前期高齢者納付金、後期高齢者支援金の合計額が約33億6,000万

 　 円の減の見込みです。

  　　欠損金補てん積立金の８年度法定額の積立、支払準備金の計上に必要な財源率を設定します。

（単位：‰（千分率））

（注）１　区分で該当のない組合員種別は記載していない。

　　　２　当該事業年度を含め、過去３事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金

　　 　　との割合を記載している。　　

　＜参考＞R７年度市町村職員共済組合　掛金・負担金率の全国平均51.07‰　　

 (2) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（介護保険）
（単位：‰）

（注）１　区分で該当のない組合員種別は記載していない。

　　　２　当該事業年度を含め、過去３事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金

　　　　との割合を記載している。

 (3) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（子ども・子育て支援）
（単位：‰）

（注）１　区分で該当のない組合員種別は記載していない。

　　　２　当該事業年度を含め、過去３事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金

　　　　との割合を記載している。

2.59

111.04

2.59 2.52

負 担 金掛　金

7.85

15.70任意継続組合員

8.30

97.00

特定消防組合員

一 般 組 合 員

市 長 組 合 員
48.50

区　　　分
令和６年度

短 期 組 合 員

令和７年度

掛　金 負 担 金

後 期 高 齢 者 等
短 期 組 合 員

任意継続組合員

長 期 組 合 員
2.32

市 長 組 合 員

一 般 組 合 員

掛　金 負 担 金

令和７年度

48.50

区　　　分
令和６年度

掛　金 負 担 金

概　　　　　　　　　　要

55.52 55.52

2.52

特定消防組合員

令和８年度

掛　金 負 担 金

42.42

2.32

負 担 金掛　金

42.42

84.84

令和８年度

8.30 8.30

2.30

掛　金 負 担 金 掛　金

短 期 組 合 員
8.30

16.60

7.85

16.60

負 担 金

- - - - 1.15

区　　　分
令和６年度 令和７年度

任意継続組合員 - -

一 般 組 合 員

1.15
短 期 組 合 員

市 長 組 合 員

特定消防組合員

令和８年度

掛　金 負 担 金

4



経理単位名

2 短期経理  (4) 標準報酬等合計額（標準報酬の月額及び標準期末手当等の額の合計額）の総額と調整負担金

　 及び公的負担金との割合
（単位：‰）

（注）１　当該事業年度を含め、過去３事業年度分の標準報酬等合計額の総額と調整負担金等との割合を記載している。

（注）２　公的負担金の欄は、育児休業支援手当金及び育児時短勤務手当金に係る公的負担金を含めた額としている。

 (5) 給付の実績及び推計 （単位：千円）

（注）　　休業等給付の欄は、育児休業支援手当金及び育児時短勤務手当金に要する額を含めた額としている。

 (6) 拠出金等の実績及び推計 （単位：千円、‰）

特 別

財 調

（注）１　割合の欄は「標準報酬等合計額の総額」との割合を記載している。

　　　２　後期高齢者支援金の欄は、出産育児交付金の金額を控除する前の額を記載している。

　　　３　病床転換支援金の欄は、病床転換助成関係事務費拠出金について精算の結果、雑収入で計上している還付金がある場合には、

　　　　当該還付金の額をマイナス計上している。

　　　４　退職者給付拠出金の欄は、雑収入で計上している療養給付費等拠出金の還付額(概算療養給付費等拠出金の精算に伴う還付金

　　　　を含む。）がある場合には、事務費拠出金の額から当該還付額を控除した額としている。

　　　５　連合会拠出金の育休等の欄は、育児休業支援手当金及び育児時短勤務手当金に係る拠出金に係る拠出金の額を含めた額とし

　　　　ている。

47,469

0.21

45.94

5.00

0.10 0.10

30.17

財 調

連合会

払込金

▲ 0.42

▲ 72,034

0.01

254,666 261,081 6,377

割合

45,713

1.15

0.05

育休等

連合会

拠出金

0.00 0.00

▲ 1.15

659

0.01

0.02

▲ 11,531

1,756

0.00

6,415

▲ 407,585

5,002,086

10,440,152 10,232,016 6,842,413

0.00

0.00

0.00

01 1

▲ 24 0

0.000.00

▲ 208,136

0

0

0.00

0

0.00 0.00 0.00

▲ 3,389,603

0.050.10

0.87

令和８年度令和６年度 令和７年度

235,521

▲ 2,465

10,440,072

Ｂ－Ａ
令和６年度末実績

Ａ
令和８年度末推計

Ｃ
令和７年度末見込

Ｂ

10,675,593

0.74 0.82

0.10

1,934,118

▲ 15.15▲ 1.94

13,235

129,684 142,2641,662,170

5,030,455 1,686,702

7.44

Ｃ－Ｂ

574,389

65,92266,41667,438

▲ 3,343,753

13,029,360

0

0.00

0

0.00

額

24額

2

199,473 ▲ 45,851

02 2

額

▲ 0.62

0

割合 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

5,155,7085,201,559

額 5,438,040

0 0

24.53 22.59

割合

合 計

災 害

22.56 23.35 22.73 0.79割合

出産育児関係
事務費拠出金

25,151

11,817

0.21

22,783

割合 47.09

0.09

額 23,348

▲ 0.05

1,135,028

5.42

0.00

565

後期高齢者
支 援 金

病 床 転 換
支 援 金

0.00 0.00

退職者給付
拠 出 金

割合

額 0 0

割合

割合

流行初期医療
確 保 拠 出 金

額

1,181,911

▲ 15.77

1,207,062

248,289

0.20

額

区　　　分
令和６年度末実績

Ａ
令和７年度末見込

Ｂ

額

割合

5.33

額

額

割合 1.12 1.14

割合

45,054

区　　　分

保 健 給 付

休 業 等 給 付

災 害 給 付

前期高齢者
納 付 金

12,695,637 13,270,026

161,509

合 計

附 加 給 付

一部負担金払戻金

法

定

給

付

12,325,001

152,590

11,095,242

1,791,854

265

小　　計 12,104,972

2,730

12,467,712

Ｂ－Ａ

370,636

174,744

0

8,919

▲ 1,022

Ｃ－Ｂ

▲ 494

419,649

▲ 265

362,740 561,648

令和８年度末推計
Ｃ

区分

調 整 負 担 金

公 的 負 担 金

概　　　　　　　　　　要
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経理単位名

短 期 経 理  (7) 資金計画 （単位：千円）

（注）育児休業等交付金の欄には、育児休業手当金交付金、育児休業支援手当金交付金、介護休業手当金交付金及び
　　　育児時短勤務手当金交付金の額を計上している。

0

0介護任意継続掛金還付金

15,262

高 額 医 療 交 付 金

災 害 給 付 交 付 金

193,473

育 児 休 業 等 給 付 交 付 金

前年度繰越利益剰余金

222,547 

5,668,303

1,927,640

計

差引次年度繰越利益剰余金

一 部 負 担 金 払 戻 金

支

出 介 護 納 付 金

1,962,061

流 動 資 産

400

概　　　　　　　　　　要

311,613

9,815,483

計

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

5,668,303

2,337,194

174,744

26,363,956

短期任意継続掛金還付金

差 引 本 年 度 損 益 金

介 護 負 担 金

9,815,484

7,373,798

2,441,686

1,161,309

3,706,242

連 合 会 払 込 金

連 合 会 拠 出 金

業 務 経 理 へ 繰 入

次年度繰越支払準備金

308,550

1,146,845

62,917

1,927,640

( 標 準 期 末 手 当 等 分 ) 66,186

( 標 準 期 末 手 当 等 分 )

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

( 標 準 期 末 手 当 等 分 )

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

出 産 育 児 交 付 金 19,942

190,604

収

入

子ども・子育て支援負担金 266,645

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 200,459

介 護 任 意 継 続 掛 金

3,483,695 

( 標 準 期 末 手 当 等 分 )

849,696

短 期 負 担 金

2

計

前年度繰越支払準備金

雑 収 入

固 定 負 債

1,720

1,850,136

26,586,503

流 動 負 債 34,421

流行初期医療確保拠出金 1

出産育児関係事務費拠出金 0

前 期 高 齢 者 納 付 金

後 期 高 齢 者 支 援 金

病 床 転 換 支 援 金

13,095,282

1,686,702

5,155,709

損　　　益　　　計　　　算

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

貸　　借　　対　　照

賠 償 金

1,704,186

公 的 負 担 金

( 標 準 期 末 手 当 等 分 )

短 期 掛 金

介 護 掛 金

0

1,161,309

849,696

311,613

2,441,686

7,373,797

子ども・子育て支援利息 0

子ども・子育て支援納付金 468,370

子ども・子育て支援任意継続
掛 金 還 付 金 0

子ども・子育て支援掛金 266,645

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） 200,459

( 標 準 期 末 手 当 等 分 ) 66,186

子ども・子育て支援任意継続掛金 5,167

連 合 会 交 付 金 0

短期利息及び短期配当金

100,000

補 助 金 0

調 整 負 担 金 11,817

給 付 金

計

6,921

短 期 任 意 継 続 掛 金
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経理単位名

3 厚生年金 【年金給付（老齢厚生年金、障害厚生年金、遺族厚生年金）に係る経理】

　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金との割合、標準報酬の月額及び標準期末

手当等の額に対する基礎年金拠出金に係る公的負担率、標準報酬と追加費用との割合並びに資金計画

 (1) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金との割合（厚生年金保険法に規定）

（単位：‰）

（注）　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と組合員保険料・負担金

　　　との割合を記載している。

 (2)　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額に対する基礎年金拠出金に係る公的負担率

（単位：‰）

 (3)　標準報酬と追加費用との割合

（単位：‰）

（注）　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬と追加費用との割合を記載している。

　　　

 (4) 資金計画 （単位：千円）

×39.9

91.50

令和 7 年度 令和 8 年度

概　　　　　　　　　　要

　保険経理

令和 7 年度 令和 8 年度

組合員保険料 負担金 組合員保険料 負担金

18,352,750

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） (13,765,807)

　　　　年度
 種別 令和 7 年度 令和 8 年度

91.50 91.50 91.50

(標準報酬の月額＋標準期末手当等の額) ×41.5 (標準報酬の月額＋標準期末手当等の額)

追加費用 13.2 9.8

損　　　益　　　計　　　算 貸　　借　　対　　照

負　　　担　　　金 30,058,418 流 動 資 産 3,037,266

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） (4,586,943)

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） (13,765,807)

計 48,411,168 計 3,037,266

支
 
出

負 担 金 払 込 金 30,058,418 流 動 負 債 3,037,266

組 合 員 保 険 料 払 込 金

収

入

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） (4,586,943)

（ 公 的 負 担 金 ） (10,211,088)

（ 追 加 費 用 ） (1,494,580)

組 合 員 保 険 料

0 

18,352,750

計 48,411,168 計 3,037,266 

差 引 本 年 度 損 益 金 0
差引次年度繰越利益剰余金
又 は 欠 損 金

7



経理単位名

4 退 職 等 【退職等年金給付（新３階部分）に係る経理】

　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合並びに資金計画

 (1) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合

（地方公務員共済組合連合会の定款で、地方公務員等共済組合法に規定する上限率を設定）

（単位：‰）

（注）　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合

　　　を記載している。

 (2) 資金計画 （単位：千円）

概　　　　　　　　　　要

　年金経理

令和 7 年度 令和 8 年度

掛金 負担金 掛金 負担金

負　　　担　　　金 1,504,323 流 動 資 産 190,484

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） (1,128,344)

7.50 7.50 7.50 7.50

損　　　益　　　計　　　算 貸　　借　　対　　照

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） (375,979)

計 3,008,646 計 190,484

収

入

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） (375,979)

掛　　　　　　　金 1,504,323

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） (1,128,344)

差 引 本 年 度 損 益 金 0
差引次年度繰越利益剰余金
又 は 欠 損 金

0 

支
 
出

負 担 金 払 込 金 1,504,323 流 動 負 債 190,484

掛 金 払 込 金 1,504,323

計 3,008,646 計 190,484 

8



経理単位名

5 経 過 的 【平成27年９月以前に決定した公務災害による障害年金、遺族年金に係る経理】

　　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の

　一部を改正する法律附則第75条第1項第３号において「改正前地共済法第113条第２項第３号に掲げる費用

　の負担の例による。」とされた同法による改正前の地方公務員等共済組合法第113条第２項第３号に掲げる

　負担金との割合、標準報酬と追加費用との割合並びに資金計画

(1) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と負担金との割合

（単位：‰）

（注）１　負担金は、平成27年９月以前に受給権発生した公務障害・公務遺族給付に要する費用である。

　　　２　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と負担金との割合を

　　　　記載している。

(2) 標準報酬と追加費用との割合

（単位：‰）

（注）　当該事業年度分及び前事業年度分の標準報酬と追加費用との割合を記載している。

　　　

(3) 資金計画
（単位：千円）

概　　　　　　　　　　要

　長期経理

令和 7 年度 令和 8 年度

負担金 負担金

損　　　益　　　計　　　算 貸　　借　　対　　照

負　　　担　　　金 277,086 流 動 資 産 1,135 

0.0939 0.0869

　　　　年度
 種別 令和 7 年度 令和 8 年度

追加費用 1.7 1.7

収
入

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ） (13,407)

（ 標 準 期 末 手 当 等 分 ） (4,415)

（ 追 加 費 用 ） (259,264)

差 引 本 年 度 損 益 金 0 
差引次年度繰越利益剰余金
又 は 欠 損 金

0 

計 277,086 計 1,135 

支
出

負 担 金 払 込 金 277,086 流 動 負 債 1,135 

計 277,086 計 1,135 
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経理単位名

6 業務経理 【短期経理、長期経理（厚生年金・退職等年金・経過的長期の各経理）の業務に係る経理】

　事務費の額及び資金計画

 (1) 事務費の額（1人当たり）

　①　短期、厚生年金保険及び経過的長期分 （単位：円）

上段：組合員（短期組合員を除く）、下段：短期組合員

（注）１　(Ｂ)は、定款で定める組合員１人当たりの繰入額

　　　２　(Ｃ)は、厚生年金保険及び経過的長期給付事務費に係る連合会交付金の額を組合員数で割り返した組合員１人

当たりの額

　②　退職等年金給付分
（単位：円）

（注）　退職等年金給付事務費に係る連合会交付金の額を組合員数で割り返した組合員１人当たりの額

 (2) 資金計画 （単位：千円）

9,785 11,363

1,230 1,595 1,730

3,001

概　　　　　　　　　　要

区　　　分 令和６年度 令和７年度 令和８年度

12,887 14,776 15,928

7,860

5,629

1,730

事　　　　務　　　　費　　（A+B+C+D）

短　期　経　理　よ　り　繰　入

地方公共団体負担金（総額） (Ａ)

(Ｂ)

4,991

区　　　分 令和６年度 令和７年度 令和８年度

事　　　　務　　　　費（連合会交付金） 331 393 418

2,350 1,696

1,042 1,046 1,139

501

連 　合 　会 　交 　付 　金 (Ｃ)

その他 (Ｄ)

内
　
　
訳

3,294 4,855

1,230 1,595

損　　　益　　　計　　　算 貸　　借　　対　　照

前年度繰越利益剰余金 82,950 流 動 資 産 97,421 

62,917 

負 担 金 286,607 固 定 資 産 1,728 

計 410,433 計 99,149 

役 員 報 酬 42 流 動 負 債 93,874 

収

入

連 合 会 交 付 金 60,309 

短 期 経 理 繰 入 金

そ の 他 600 

34,425 

事務費負担金払込金 144,065 

職 員 給 与 83,596 固 定 負 債 8,902 

旅 費

委 託 費 89,431 

そ の 他 75,732 

計 483,605 計 102,776 

467 461

7,614

6,911

（注）賃借料には事務所賃借料等35,966千円を含み、負担金にも横浜市が負担する事務所賃借料等同額を含む

 　　 ３  (Ｄ)は、過年度は業務経理の剰余金の取崩し額、令和２年度からは主に横浜市による事務所賃借料負担金の額等を

賃 借 料 55,649 

差 引 本 年 度 損 益 金 ▲ 73,172 
差 引 次 年 度
繰 越 利 益 剰 余 金

9,778 

支

出

665 資 本 剰 余 金 0 

事 務 費

　　 組合員数で割り返した組合員1人当たりの額

10



概　　　　　　　　　　要

（３）区分別支出額 (単位：千円)

短期
長期

（厚年・経過的）
退職等 事務所賃借料経費

(借　　方)

経 常 費 用

(事業費用)

役 員 報 酬 42 20 20 2

職 員 給 与 83,596 49,847 30,937 2,812

厚 生 費 261 136 115 10

旅 費 665 377 264 24

事 務 費 34,425 8,609 21,593 4,223

賃 金 4,242 923 3,042 277

委 託 費 89,431 80,402 8,277 752

委 託 管 理 費 973 466 465 42

光 熱 水 料 2,826 1,352 1,351 123

修 繕 費 177 85 84 8

賃 借 料 55,649 9,443 9,387 853 35,966

保 険 料 0 0 0 0

調 査 研 究 費 459 329 119 11

普 及 費 8,783 4,201 4,200 382

諸 謝 金 281 238 39 4

食 糧 費 9 5 4 0

負 担 金 17,044 9,408 7,000 636

連 合 会 分 担 金 40,144 19,199 19,200 1,745

事 務 費 負 担 金 払 込 金 144,065 0 144,065 0

雑 費 249 209 37 3

減 価 償 却 費 284 136 136 12

小 計 483,605 185,385 250,335 11,919 35,966

< 参 考 ＞ 経常費用の財源措置

上 記 合 計 額 483,605 185,385 250,335 11,919 35,966

連 合 会 ・ 地 共 連 事 務 費 等注１ 191,708 191,708

中 間 サ ー バ ー 運 営 委 託 費 等注２ ▲ 2,866 ▲ 2,866

事 務 費 負 担 金 払 込 金注３ ▲ 144,065 ▲ 144,065

雑 収 入注４ ▲ 400 ▲ 156 ▲ 244

再 計 527,982 182,363 297,734 11,919 35,966

再計額の内、法定
の割合分を市が負
担。
合計額との差及び
注2分は短期経理繰
入金で財源措置

再計額の内、法定
の割合分を市が負
担。事務費負担金
を連合会に払込
み、その残額と連
合会交付金で財源
措置

全額を連合会交付
金で財源措置

全額をその他の市
負担金として財源措
置

注１）交付金からあらかじめ控除される全国市町村職員共済組合連合会、地方公務員共済組合連合会の事務費

注２）医療保険者が負担すべき経費であり、全額を短期経理から繰り入れ

注３）全国市町村職員共済組合連合会が交付金を算出する際に注１の経費と相殺されるため除外

注４）広告料収入分を必要財源額から控除

経常費用に充当する財源の説明

※

※
※
※

執行額科　　　　　目
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経理単位名

7 保健経理 【総合健診、がん検診、特定健康診査・特定保健指導、福利厚生代行事業など保健事業に係る経理】

　標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合、事業の種類及び当該事業年度の

資金計画

 (1) 標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との割合（福祉事業）

（単位：‰）

（注）１　区分で該当のない組合員種別は記載していない。

　　　２　当該事業年度分を含め過去３事業年度分の標準報酬の月額及び標準期末手当等の額と掛金・負担金との

　　　　割合を記載している。

 (2) 事業の種類 （単位：千円）

714,980 合　　　　　　　　　計

事業計画額

15,266 

保
 
健
 
関
 
係

広 報

健康相談・カウンセリング

小 計

特 定 健 康 診 査

組合員及びその配偶者・被扶養者等がこころや体の健
康に関する相談を電話・Web・対面でできるサービスの
実施

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   

40歳以上75歳未満の被扶養者等が受診券の利用等で特
定健康診査を受診する場合にその費用を負担
（予算件数：4,300件）

組合員等の健康保持増進を目的とした保健事業（職員
健康ツール、糖尿病重症化予防事業、健康セミナー
等）実施
その他、データ分析や健康づくりのきっかけとなる
行動を促す事業実施

そ の 他 56,370 

71,706 

1.20

2.40

令和８年度

負 担 金

1.20

組合員（任意継続組合員を除く）が受診する保険適用
禁煙外来治療の自己負担額を助成

組合員及びその被扶養者等の健康増進のため、宿泊系
及びライフ系サービスを割引提供する福利厚生代行
サービスを委託

掛　金

任 意 継 続 組 合 員 2.60 2.60

区分
令和６年度 令和７年度

掛　金 負 担 金 掛　金 負 担 金

市 長 組 合 員

特 定 消 防 組 合 員

一 般 組 合 員

1.30 1.30 1.30 1.30
短 期 組 合 員

概　　　　　　　　　　要

福 利 厚 生 事 業 128,553 

590,029 

5,280 

特定健康診査の結果により特定保健指導対象となり、
動機付け支援または積極的支援を受けた場合に、その
費用を負担　（予算件数：1,671件）

特 定 保 健 指 導

職員共済ガイド等の配付
がん検診等パンフレットの配付8,682 

116,269 小 計

特定健診
・

保健指導

44,563 

項 目

指定する検診機関にて組合員及びその被扶養者等がが
ん検診を受診する場合にその費用を負担（予算件数：
48,600件)

が ん 検 診 383,610 

概 要

指定する健診機関にて組合員の被扶養者等が総合健診
を受診する場合にその費用の一部を負担
（予算件数：2,700件）

総 合 健 診

禁 煙 支 援 事 業 950 
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経理単位名

保 健 経 理  (3) 資金計画 （単位：千円）

概　　　　　　　　　　要

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

879,846 計568,934 

132,775 

3,000 

132,775 

負 担 金

（ 標 準 報 酬 月 額 分 ）

計

そ の 他

( 特 定 健 康 診 査 費 )

( 特 定 保 健 指 導 費 )

旅 費

3,207 

81,633 

791,373 

660 

▲ 222,439 

流 動 負 債

計

差引次年度繰越利益剰余金

0 

879,835 

固 定 資 産 11 

969,510 

収

入

損　　　益　　　計　　　算

( 任 意 継 続 分 )

貸　　借　　対　　照

流 動 資 産

282,241 

208,575 

69,066 

4,600 

283,033 

208,575 

69,066 

5,392 

差 引 本 年 度 損 益 金

支

出

( 標 準 期 末 手 当 等 分 )

（標準報酬月額掛金）

掛 金

( 特 定 健 康 診 査 等 分 )

(標準期末手当等掛金 )

利 息 及 び 配 当 金

貸 付 経 理 よ り 繰 入

事 務 費

厚 生 費

特 定 健 康 診 査 等 費

計

そ の 他

747,071 

116,269 

590,029 

44,563 

71,706 

235 
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経理単位名

8 貸付経理 【組合員への普通貸付、住宅貸付、修学貸付等の特別貸付などの貸付事業に係る経理】

　貸付金の種類、貸付金の現況、貸付金の利率、貸付金の状況及び当該事業年度の資金計画

 (1) 貸付金の種類

 (2) 貸付金の現況及び貸付利率
ア　貸付資金の増減状況 (単位：千円、％)

イ　貸付条件

ウ　貸付資金の配分計画 （単位:件、千円、％）

エ　先進医療等診療費貸付

概　　　　　　　　　　要

　ア 普通貸付　イ 住宅貸付　ウ 在宅介護対応住宅貸付　エ 災害貸付(家財、住宅、再貸付)
　オ 特別貸付(医療、入学、修学、結婚、葬祭)　カ 先進医療等診療費
　　(注)ア 普通貸付は廃止、既存借受分のみ、イ～エ 新規受付停止中

資金の内容
令和７年度末推計

Ａ
令和８年度末推計

Ｂ

比　　　　　較

金額(Ｂ－Ａ)　Ｃ 比率Ｃ／Ａ

積 立 金 4,403,530 4,446,351 42,821 1.0 % 

欠損金補てん積 立金 121,000 95,000 ▲ 26,000 ▲ 21.5 % 

計 4,524,530 4,541,351 16,821 0.4 % 

種　　　類 利　率（年） 最高限度額(千円) 償還期間（月） 据置期間

普 通 貸 付 1.26 2,000 120

住 宅 貸 付 1.26 18,000 360

住 宅 0.93 18,000 360

在 宅 介 護 対 応
住 宅 貸 付

1.00 3,000 360

災 害 貸 付

家 財 0.93 2,000 360

再貸付 0.93 19,000 360

医 療 1.26 1,000 120

種　　　類
令和７年度貸付金推計 令和８年度貸付金推計 比較

件数Ａ

特 別 貸 付

金額
(Ｄ－Ｂ)

割合

修 学 1.26 1,800 120 修学期間

結 婚 1.26 2,000 120

入 学 1.26 2,000 120

金額Ｂ 割合 件数Ｃ 金額Ｄ 割合
件数
(C-A)

葬 祭 1.26 2,000 120

0 -

住 宅 貸 付 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 -

普 通 貸 付 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0

在 宅 介 護 対 応
住 宅 貸 付

0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 -

災 害 貸 付

家 財 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 -

住 宅 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 -

再貸付 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 -

計 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 -

特 別 貸 付

医 療 0 0.0% 0 0 0.0% 0

修 学 3 3,200 45.4% 3 3,200 14.5% 0

葬 祭 1 600 2.7% 1 600 2.7%

0 -

入 学 12 9,000 40.7% 12 9,000 40.7% 0 0 -

0 -

結 婚 7 9,300 42.1% 7 9,300 42.1% 0 0 -

0 0 -

計 23 22,100 100.0% 23 22,100 100.0% 0 0 -

100.0%

種　　　類 利　率（年） 最高限度額(千円) 償還期間（月） 備考

先進医療等診療費貸付 0.00% 5,000 120

合　　　　計 23 22,100 100.0% 23 22,100 100.0% 0 0

種　　　類
令和７年度貸付金推計 令和８年度貸付金推計 比較

件数Ａ
金額

(Ｄ－Ｂ)
割合

先 進 医 療 等
診 療 費 貸 付

0 0 - 0 0 - 0

金額Ｂ 割合 件数Ｃ 金額Ｄ 割合
件数
(C-A)

0 -
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経理単位名

貸付経理  (3) 貸付金の状況 （単位：千円）

 (4) 先進医療等診療費貸付の状況 （単位：千円）

 (5) 資金計画 （単位：千円）

概　　　　　　　　　　要

種　　　類
令和７年度末

貸付残高
令和８年度

貸付額
令和８年度

償還額
令和８年度末

貸付残高
備　　　考

住 宅 貸 付 642,978 0 156,413 486,565
(在宅介護対応
 住宅貸付除く)

普 通 貸 付 25,366 0 7,398 17,968

住 宅 283

在 宅 介 護 対 応
住 宅 貸 付

20,266 0 2,949 17,317

災 害 貸 付

家 財 0 0 0 0

再貸付 0 0 0 0

計 283 0 69 214

0 69 214

19,856 9,000 8,261 20,595

医 療 365 0 108 257

808,986 22,100 193,640 637,446

入 学

修 学 70,279 3,200 6,503 66,976

葬 祭 2,814 600 904 2,510

115,382

結 婚 26,779 9,300 11,035 25,044
特 別 貸 付

計 120,093 22,100 26,811

損　　　益　　　計　　　算 貸　　借　　対　　照

前年度繰越利益剰余金 4,524,530 流 動 資 産 1,521,736 

先 進 医 療 等
診 療 費 貸 付

0 0 0 0

種　　　類
令和７年度末

貸付残高
令和８年度

貸付額
令和８年度

償還額
令和８年度末

貸付残高
備　　　考

合　　　　計

収
　
入

組 合 員 貸 付 金 利 息 9,481 固 定 資 産 3,023,060 

利 息 及 び 配 当 金 27,223 

保 険 料 充 当 金

計 38,519 計 4,544,796 

事 務 費 1,267 

1,694 

そ の 他 121 

計 21,698 計 3,445 

差 引 本 年 度 損 益 金 16,821 差引次年度繰越利益剰余金 4,541,351 

支
　
　
出

職 員 給 与 6,500 流 動 負 債 3,445 

旅 費

保 険 料 1,694 

そ の 他 12,186 

51 
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